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賄賂罪の故意の成立に必要な事実の認識と
保護法益
─東京地判平成 14 年 12 月 16 日・判例時報 1841 号 158 頁─
閻（闫）　冬
【事実の概要】
　被告人Ｘは、自動車販売修理会社の代表取締役であった。また、Ｙは、指定
自動車整備事業の指定を受けて自動車の整備および継続検査手続等の業務を行
い、自動車検査員として法定の保安基準に適合するかどうかを検査し、車検に
際し当該自動車が保安基準に適合するとみなされる保安基準適合証の作成交付
等の業務を行う民間車検場Ａ社の代表取締役で、法令により公務に従事する職
員とみなされる者であった。これは、道路運送車両法 94 条の 7 に基く取り扱
いである1）。
　ＸはＺと共謀の上、自動車 16 台について、実際には法定の整備・検査を全
く行わず保安基準に適合するとすることができないにもかかわらず、Ｙが作成
したＹ作成名義に係る保安基準適合証合計 16 通を作成して関東運輸局の検査
登録事務所に提出して行使した。さらにＸらは、Ｙが上記各職務上不正な行為
をしたことに対する各報酬として、前後 5 回にわたり、Ｚを介してＹに対し、
1）　同条は、「自動車検査員その他第 94 条の 5 第 1 項及び第 94 条の 5 の 2 第 1 項の
証明その他の保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証の交付の
業務に従事する指定自動車整備事業者並びにその役員及び職員は、刑法その他の罰
則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。」と規定する。
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最終的に金額合計 18 万円相当の利益を供与した。Ｘは、この 18 万円相当の
利益供与に関して、贈賄罪で起訴された。
　公判において、Ｘ側弁護人は、①Ｘは、Ｙがみなし公務員であることを知ら
なかったし、みなし公務員であることを基礎付ける事実の認識すらなく、また、
②Ｘは、Ｚに支払った金のうちいくらがＹに渡っていたのか知らず、Ｚに支払
った金もあくまで正当な手数料であるという認識しかなかったのであるから、
Ｘは贈賄罪の故意を欠いており、無罪であると主張した｡
【判旨】
　東京地裁は、Ｘの主張に対して以下のように判示して、贈賄の故意を認めた
上で、贈賄罪の成立を肯定し、Ｘに対し、懲役 1年（執行猶予 3年）を言い渡
した。
　「Ｘは、公判廷において、『Ｙが民間車検場の社長であることは知っていたが、
民間車検場は民間であり、公的なところだとは理解できなかった。』と述べる
一方、『陸運局の行う車検制度が公的な制度であるということは分かっていた
し、車検証が公的な文書であることも分かっていた。車検を受けるには自動車
が基準に適合しているかを検査する必要があり、本来ならばそれは陸運局に自
動車を持ち込んで検査をしてもらい、検査を通して車検証をもらうものである
が、その代わりに、民間車検場に自動車を持ち込んで検査をしてもらい、その
後どういう手続を踏むのかは分かっていなかったけれども、何らかの手続を踏
んで車検証が下りるということは分かっていた。』と供述している。
　これによれば、Ｘは、指定自動車整備事業場における車検の手順、すなわち、
自動車検査員が保安基準適合証明をし、同事業場において保安基準適合証を作
成・交付するという手順の詳細を具体的に認識していなかったものの、民間車
検場において自動車の検査をした上で手続を踏んで車検証の交付を受けること
になること、すなわち、民間車検場の職員が陸運局と同様の法的効果を生ずる
検査を行っていることを認識していたものというべきであり、結局のところ、
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Ｘは、車検を受けるための自動車の検査について、民間車検場の職員等は陸運
局の職員と同様の立場にあることを認識していたものにほかならないというベ
きである。そうすると、Ｘは、自動車検査員や指定自動車整備事業者（民間車
検場）の役員が刑法の適用について公務員とみなされることを直接知らなかっ
たとしても、その実質的根拠となる事実の認識はあったものというべきであり、
そうした立場にあるＹに対して賄賂を供与することが賄賂罪を成立させること
になるその違法の実質を基礎付ける事実の認識に欠けるところはないというべ
きであるから、この点において、Ｘにつき本件贈賄罪の故意責任は阻却されな
い。｣
　「被告人は、公判廷において、上記……で示した被告人の認識に加えて、『ペ
ーパー車検が不正なものであることは分かっていた。Ｙからペーパー車検の費
用についての話はなく、自分はＺに手数料を支払うだけであったが、Ｚに支払
った手数料からある程度の金がＹのところに支払われているということは当時
から想像できたし、それはペーパー車検に対する対価だった。』と述べている。
　そうすると、Ｘは、Ａ社が自動車の検査をせずに車検証の交付を受けるとい
う不正行為の対価として自分がＺに支払った手数料の一部が上記……で述べた
ような立場にあるＺに支払われていることを認識していたと認められるのであ
るから、Ｘの賄賂性に関する事実の認識についても欠けるところはないと認め
られる。」
【評釈】
１　本件事案の争点
　本件では、贈賄者Ｘが、不正な車検の謝礼としてＹに現金 18 万円相当の利
益を供与した行為について、公務員に賄賂を供与等したことになるため、贈賄
罪の客観的構成要件該当性が認められることに争いはない。これに対し、Ｘに、
本件の贈賄に関して故意が認められるかが、主たる争点となった。すなわち、
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公判において、Ｘは、Ｙがみなし公務員であることを知らなかったし、みなし
公務員であることを基礎付ける事実の認識すらなかったという主張をしたため、
Ｘは、贈賄の故意を欠いており無罪であると判断すべきか否かが争われたので
ある。改めて述べるまでもなく、贈賄罪は故意犯であるから、公務員に賄賂を
供与等することについての故意も必要となる。
　本稿では、Ｘが、Ｙがみなし公務員であることを明確に認識していなかった
としても、なお贈賄罪の故意が認められるのか、という点を中心に検討をする
ことにしたい。
２　故意の成立に必要な事実の認識─本判決の意義
　周知のように、従来の通説的見解は、故意を、構成要件該当性を識別する機
能を果たす構成要件的故意と行為者に対する責任非難の根拠となる責任故意と
を区別して論ずる2）。そして、構成要件的故意の存在が認められるには、原則
として、犯罪事実、すなわち犯罪構成要件に該当する客観的事実の重要部分を
認識する必要があるとしてきた。そして、その際には、その事実のもつ意味を
認識していることも要求する。学説により、理論構成に相違はあるものの、上
記の認識が故意の成立に必要なことそれ自体については、争いはほとんどない
といってよい。だが、具体的な事実関係の評価を考えた場合、客観的構成要件
要素の重要部分とは何を指すのか、それをどの程度具体的に認識する必要があ
るかについては、微妙な問題が残る。
　本件において、贈賄罪の構成要件の重要部分である「公務員」性の認識に関
し、弁護人は、被告人Ｘは自動車検査員がみなし公務員であることを知らなか
った旨を主張し、そのこと自体は本件の東京地裁も認めている。ただし、東京
2）　団藤重光『刑法綱要総論〔第 3 版〕』（1990 年）134 頁、290 頁、大塚仁『刑法概
説（総論）〔第 4 版〕』（2008 年）178 頁など。なお、大塚説は、構成要件的故意は
同時に責任要素であるともし、さらに、主観的違法要素としての違法故意というカ
テゴリーも観念する。
都法 60 巻 1 号（2019 年 7 月） 269
地裁は、Ｘは「民間車検場の職員が陸運局と同様の法的効果を生ずる検査を行
っていること」を認識していたものというべきであり、｢民間車検場の職員等
は陸運局の職員と同様の立場にあること｣ を認識していたものにほかならない
として、民間車検場の職員であるＹが、刑法の適用について公務員とみなされ
ることを直接知らなかったとしても、その実質的根拠となる事実の認識はあっ
たものというべきであり、贈賄罪の違法性の実質を基礎付ける事実の認識に欠
けるところはないとした。
３　収賄罪の身分とその認識
　（1）みなし公務員の意義
　改めて述べるまでもなく、収賄の実行行為は、職務に関し、賄賂を収受し、
またはその要求若しくは約束をすることである（刑法 197 条 1 項）。主体は、
「公務員」であり、身分が存在することによって犯罪が構成される、いわゆる
「真正身分犯」である。
　ところが、本件で賄賂を収受したＹは、本来の公務員ではなく「みなし公務
員」であった。みなし公務員とは、公務員ではないが、職務の内容が公務に準
ずる公益性および公共性を有しているものや、公務員の職務を代行するものと
して、刑法の適用について公務員としての扱いを受ける者であると定義されて
いる。みなし公務員については、それを整理すると、①特定の団体の役員、職
員が、担当事務に関係なく公務員とみなされている場合と、②団体の構成員の
中でも、特定の地位または特定の業務に従事する者が公務員とみなされている
場合とがある。①については、当該団体の公共的性格に照らし、②については、
当該事務の性格・内容に照らして、それぞれ公務員性が付与されていると理解
されている3）。
　道路運送車両法 94 条の 7 によれば、民間車検場であっても、そこで車検の
3）　藤永幸治ほか『公務員犯罪』（1999 年）20 頁〔田辺泰弘〕。
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検査業務等に従事している者は、公務員の職務を代行しているみなし公務員と
される。同法 1 条が、公共性への一定の言及を含んでいることもあり、本件の
Ｙは、②の意味でのみなし公務員であることになる4）。
　（2）公務員性の認識について
　本件の客観的事実は、そのみなし公務員に、車検の検査業務に関して手心を
加えてもらった代わりに、金銭を渡したというものである。公務員に職務上の
ことで、手心を加えてもらって金銭を渡す行為にあたると判断されるのであれ
ば、当然、贈賄罪（刑法 198 条）の客観的な構成要件に該当することになる｡
　だが、Ｘの側としては、民間の自動車工場の社長Ｙ等がみなし公務員である
と明確に認識してはおらず、一般人としても、道路運送車両法上の取扱いにつ
いて知悉していることは、ほとんどないであろう。そこで、Ｘの側としては、
金銭を渡した相手が公務員だとは思っていなかったので、贈賄罪の故意に欠け
るとする主張がなされることになる。その場合、公務員性の認識の立証は、そ
の意味では、なされていないようにも思われる｡ ただし、このような場合に、
贈賄罪の故意が認められないとするならば、この種の事案に関して、賄賂罪が
成立する事案というのは、現実にはかなり限られる。だが、贈賄罪の成立を認
めるために、公務員性の認識は不要とするのであれば、責任非難として、明ら
かに不十分である。
　問題となるのは、構成要件の客観的事実を認識するとは、具体的にいかなる
場合をいうのかの検討である。すなわち、Ｘに贈賄罪の故意が認められるため
には、贈賄罪の構成要件の重要部分である「公務員」の認識に関して、どのよ
うな事実をどの程度具体的に認識することが、公務員性の認識を認めるために
必要なのかが問題となるのである。
　この問題を考えるにあたっては、贈賄罪における故意非難とは何かを考える
必要がある。本判決は、「みなし公務員」の規定を具体的に知っていないとし
4）　髙山佳奈子「判批」判例評論 561 号（判例時報 1903 号・2005 年）50 頁。
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ても、民間車検場の職員等が陸運局の公務員と同様の検査を行っている程度の
認識さえあれば、賄賂罪を成立させるだけの事実の認識（故意）を認めた。だ
が、なぜ、そのような判断が可能なのであろうか。その根拠が何に求められる
のかについて、以下で考察を加えることにしたい。
４　故意の意義と故意の成立に必要な事実の認識
　（1）故意の意義
　故意とは、「罪を犯す意思」（刑法 38 条 1 項）である。すでにみたように、
通説によれば、故意は責任要素であると同時に、構成要件要素でもあるとされ
る。そして、責任要素としての故意を「責任故意」、構成要件要素としての故
意を「構成要件的故意」とする。その場合、構成要件要素としての故意、すな
わち構成要件的故意が認められない場合には、構成要件該当性は、当然に否定
される。しかし他方、通説によれば、構成要件的故意の存在が肯定された場合
にも、さらに、責任要素としての故意、すなわち責任故意の有無、程度の検討
も、重ねて行うことが必要だとされることになる。
　そして、認識の対象となる犯罪事実について、主観的構成要件要素は、行為
者自身の内心に属する要素であるから、その認識の有無の判断基準として、客
観的に構成要件要素に該当する犯罪事実の認識が必要だと、一般に考えられて
いる。これは、形式的に判断されると考えられており、それによれば、客観的
構成要件要素に該当する事実、すなわち、行為、身分、客体、結果、因果関係
などをすべて認識しなければ、構成要件的故意を認めることはできないとされ
る5）。しかし、そうだとすると、本件のＸは、Ｙがみなし公務員であるという、
主体についての形式的な認識を有していないので、構成要件的故意が認められ
ない、ということになりかねない。
　だが、この帰結が妥当であるとは言いがたい。実際には、客観的な構成要件
5）　大塚・前掲注（2）書 179 頁以下など。
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該当事実を、どの程度具体的に認識する必要があるのかについて、その具体的
内容が問われることになる。本件では、被告人には、車検制度が公的な制度で
あるということの認識、さらに、車検証が公的な文書であることの認識は存在
した。その場合は、Ｙがみなし公務員であることを知らないとしても、Ｙが、
陸運局と同様の法的効果を生ずる検査を行っていることを、Ｘは認識していた
ことになる。本件の東京地裁は、この点をもって、賄賂罪の故意に欠けるとこ
ろはないとしたわけである。ここで重要なのは、東京地裁のこの判断は、いか
なる事情を認識すれば、一般人であればその罪、すなわち本件では贈賄罪の違
法性を意識できるかどうか、ということを最初から問題としているように思わ
れることである。
　（2）実質的故意論の意義
　以上の問題意識を議論の出発点として、従来の通説に対抗する形で主張され
る、いわゆる実質的故意論の意義について考えることにしたい。
　実質的故意論では、故意の意義を、「一般人ならばその罪の違法性の意識を
持ちうるような犯罪事実の認識」であると考える6）。
　この実質的故意論の持つ意味を、従来の判例を例に考えてみよう。判例によ
れば、酒気帯び運転罪の故意の成立にとって、アルコール保有量の数値の認識
は不要である7）。また、覚せい剤輸入の故意で、麻薬輸入をした者についての
麻薬輸入罪の成立も認められるとする8）。いずれも、社会一般からみた故意非
難という観点に基づき、一般人ならばその罪の違法性の意識を持ち得る程度の
犯罪事実の認識が故意犯の成立に必要な事実の認識である、とする実質的故意
論からすれば、説明することが容易である。アルコール保有量の詳細な数値の
認識がなくても、酒気帯び運転について、「一般人ならばその罪の違法性の意
識を持ち得る程度の犯罪事実の認識がある」として、社会一般からの責任非難
6）　前田雅英『刑法総論講義〔第 7 版〕』（2019 年）161 頁。
7）　最決昭和 52 年 9 月 19 日（刑集 31 巻 5 号 1003 頁）。
8）　最決昭和 54 年 3 月 27 日（刑集 33 巻 2 号 140 頁）。
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が可能だからである9）。
５　贈賄罪の故意の成立に必要な事実の認識
　（1）事実の認識と違法性の意識の可能性に関する従来の学説
　以上のように考えると、行為者に具体的にどういう認識があれば、故意非難
ができるかというのが、非常に重要な問題となる。
　この点に関連して、学説において、従来から有力であった制限故意説、ある
いは近年有力になっている責任説10）は、いずれも、行為者に故意非難するため
には、構成要件該当事実の認識、すなわち構成要件的故意（責任説では「故
意」）に加えて、違法性の意識の可能性、すなわち責任故意（責任説では「責
任」）が必要であるとする。このように「事実の認識」と「違法性の意識の可
能性」と峻別し、二段階での判断が必要であるとする。
　ところが、判例は、｢違法性の意識の可能性」という要素に、独立して言及
することはなく、端的に「犯罪事実の認識が必要」としてきた｡ そのため、学
説の圧倒的多数は、判例は違法性の意識不要説を採用するものであり、必罰主
義であると批判してきた。
　（2）判例のいう「事実の認識」の意義
　だが、「犯罪事実の認識の有無」は、形式的に判断することはできない。本
9）　前田・前掲注（6）書 161 頁。最高裁昭和 52 年決定の調査官解説は、酒気帯び運
転罪について、一定の科学的基準を超過したもののみを処罰する旨を規定している
ものの、禁止される行為は、「およそ身体にアルコールを保有した状態で車両等を運
転する行為」であるとの前提に立ちつつ、その罪の故意が成立するというためには、
「罪を構成するという評価を基礎づけるところの、その行為の意味、性質を認識して
いれば足りる」とする。堀籠幸男「判批」『最高裁判所判例解説昭和 52 年度刑事篇』
（1980 年）286 頁以下。
10）　たとえば、平野龍一『刑法総論Ⅱ』（1975 年）164 頁、山口厚『刑法総論〔第 3
版〕』（年）頁、井田良『講義刑法学・総論〔第 2 版〕』（2018 年）406 頁以下など。
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件の事案でも、Ｘは、Ｙがみなし公務員であることを知らなかったわけである
から、形式的な判断をするのであれば、贈賄にあたる事実の認識は無かったこ
とになる。
　これに対し、本件では、従来の判例の見解に従い、当該構成要件の該当事実
の認識が必要であるとしつつも、その認定に際しては、その罪の違法性の意識
を喚起しうる範囲の事実を認識していたか否かを問題としていると考えられ
る11）。贈賄罪では、贈賄の相手方が「公務員」であることの認識が必要である。
だが、その際には、｢公務員性の認識の有無」を形式的に問題にするのではな
く、みなし公務員規定の実質的な根拠となる事実の認識の有無を吟味する必要
がある。それが、当該行為者に、当該犯罪での故意非難を可能にするかどうか
の判断と重なるからである。
　（3）贈賄罪の故意非難を基礎づける事実の認識
　事実の認識があると認定するときには、具体的に、行為者にどういう事実の
認識があり、どのような評価をして故意の存在を認定しているのかが、問題と
なる。
　本件では、みなし公務員とする規定の実質的根拠になるような事実の認識を、
一般人が、当該罪の違法性を意識しうるか、という観点から認定していくこと
になる。法規上みなし公務員と規定されていることを正確に認識していなくて
も、自動車の安全性や公害の防止といった公共性を帯びた重要な業務に従事し
ている、といったことを認識しているのならば、それは、公務員と同等の立場
にあると認識していたと評価することができる。
　そうであれば、Ｙがみなし公務員であったとする社会的意味の認識は認めら
れる。どの程度までの認識があれば、公務員性の認識、あるいは、みなし公務
員性の認識があるといえるのかは、評価と無関係に判断できるわけではない。
11）　最判昭和 24 年 2 月 22 日（刑集 3 巻 2 号 206 頁）参照。また、前田雅英『最新
重要判例 250 刑法〔第 8 版〕』（2011 年）36 頁。
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そして、その意味の認識の有無の判断の際に決定的に重要になるのは、一般人
からみた、当該犯罪の違法性の意識の可能性である。一般人であれば、贈賄罪
の違法性を意識可能であるのは、「（みなし）公務員に賄賂を渡している」とい
う意味の認識が認められるという場合なのである。
　そう考えると、犯罪事実の認識の有無について、従来の通説が無意識的に前
提にしてきた形式的な判断は、行いえないことがわかる。実は、判例も、構成
要件該当事実の認識があるか否かの判断の際に、一般人ならその罪の違法性の
意識を持つことができるか、という観点から、犯罪事実の有無、すなわち故意
の有無を判断していると考えられる12）。その意味で、判例は決して必罰主義で
はない。少なくとも、本件が、処罰範囲を広く認めすぎるという主張に説得力
はないと思われる13）｡
６　賄賂罪の保護法益について
　また、本件の事案において、贈賄罪の故意を認めるという結論は、賄賂罪の
保護法益論に関する議論からも、合理的に説明することができると考えられる。
　賄賂罪の保護法益に関してはいくつかの見解の対立があるが、職務の公正と
それに対する国民一般の信頼に求める信頼保護説が妥当であると考えられ14）、
これは判例15）の立場でもある。すなわち、賄賂罪では、公務員の行う公務への
国民からの信頼を保護することが重視され、公務員全体の「奉仕者」と位置づ
けられることから、賄賂罪は、一種の国家的法益を侵害する罪とされることに
なる。その場合、公務の公正さに対する国民の信頼性の保障が、もっとも重視
12）　最決平成年元 7 月 18 日（刑集 43 巻 7 号 752 頁）。星周一郎「演習 刑法」法学教
室 431 号（2016 年）133 頁。
13）　なお、髙山・前掲注（4）論文は、本件の賄賂性に関して疑問を提示しつつも、
贈賄罪の成立を認めた結論自体には異論は唱えていない。
14）　拙稿「賄賂罪の保護法益と職務密接関連行為の意義」法学会雑誌 59 巻 2 号（2019
年）261 頁。
15）　最大判平成 7 年 2 月 22 日（刑集 49 巻 2 号 1 頁）。
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されることになるからである。
　先にも述べたように、みなし公務員とは、公務員ではないが、職務の内容が
公務に準ずる公益性および公共性を有しているものや、公務員の職務を代行す
るものとして、刑法の適用について公務員としての扱いを受ける者をいう。
　車検は適切に整備された自動車による道路交通の安全や環境の保全などを確
保するために必要なものである。いわゆるペーパー車検（ヤミ車検）は、車検
制度が担保している、このような自動車運行の安全性等を著しく損なう大変に
危険なものであり、社会的にも許容されるべきものではない。他方で、民間車
検場としても、ペーパー車検で検挙された場合には、取引先の信用や社会的信
用を失うことにもなりかねない。また、ペーパー車検は、民間車検場の側だけ
の問題でなく、それを依頼した客の側も、不正車検罪だけでなく、場合によっ
ては、本件のように、虚偽有印公文書作成罪の共犯や贈賄罪によって処罰され
うる。以上を考えるならば、民間車検場が、適切な車検制度を実施し、それに
より、自動車運転者が、道路交通の安全や環境の保全といった社会的責任を果
たすことは、国民全般の重要な関心事であるといえる16）。
　法律は、社会契約であると考えられる。犯罪の成否に関して、国民の生活の
平穏という観点も、考慮すべき重要な要素と捉えるべきであろう。職務行為に
賄賂が絡み、公正であることについての社会の信頼が損なわれた状態が放置さ
れれば、買収や不正の横行につながり、さらなる国民の失望、不安、行政不信、
政治不信を招くことにもなる。そして、過去の職務に対する賄賂でも、職務の
公正を疑わせることになる。このような事態に適切に対応するためには、賄賂
罪の保護法益について、公務の公正さに対する社会の信頼を独立した法益とし
て考慮し、公務に対する国民の信頼を確保して、公務が円滑に行われることを
目標とする信頼保護説の観点から、各構成要件要素の該当性判断をしていくべ
きなのである17）。
16）　吉田秀平「ヤミ車検と刑事罰のはなし」〈http://kasiko.me/ ヤミ車検と刑事罰のは
なし〉（2015 年）。
17）　斎藤信治「賄賂罪の問題点─含、没収・追徴」阿部純二ほか編『刑法基本講座
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７　本判決の評価
　以上の検討を基に、本判決を改めて評価することにする。
　本件において、道路運送車両法より、民間車検場の社長等であるＹがみなし
公務員とされているのは、Ｙが車検に関連する職務を担当する場合には、その
担当する職務に、公共的性格があると認められるためであった。そして、車検
が車両や道路交通の安全、環境の保全等に重要な役割を果たす公的制度である
ことは、国民一般の常識となっている。本件の被告人であるＸも、「陸運局の
行う車検制度が公的な制度であるということは分かっていたし、車検証が公的
な文書であることも分かっていた。車検を受けるには自動車が基準に適合して
いるかを検査する必要があり、本来ならばそれは陸運局に自動車を持ち込んで
検査をしてもらい、検査を通して車検証をもらうものであるが、その代わりに、
民間車検場に自動車を持ち込んで検査をしてもらい、その後どういう手続を踏
むのかは分かっていなかったけれども、何らかの手続を踏んで車検証が下りる
ということは分かっていた」ことは理解していたのである。
　その認識があれば、本判決が示すように、Ｘは、「民間車検場において自動
車の検査をした上で手続を踏んで車検証の交付を受けることになること、すな
わち、民間車検場の職員が陸運局と同様の法的効果を生ずる検査を行っている
ことを認識していた」ことになる。そうだとすると、たとえ、Ｘが「Ｙが民間
車検場であるＡ社の社長であることは知っていたが、民間車検場は民間であり、
公的なところだとは理解できなかった」としても、「車検を受けるための自動
車の検査について、民間車検場の職員等は陸運局の職員と同様の立場にあるこ
とを認識していた」ことを意味することになる。
　Ｘのこのような認識は、同時に、車検制度という公的事項に対する国民一般
の信頼を損なうことを認識していたことをも意味するものと理解できる。賄賂
罪の保護法益である信頼保護説の観点からも、本件Ｘの程度の認識があれば、
第 6 巻各論の諸問題』（1993 年）374 頁。
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法令や具体的な車検の手順を詳細に認識していなくても、車検業務に従事する
民間車検場のＹに、不正なペーパー車検の謝礼として金員を交付したこという
事実の認識は、「公務の公正さに対する国民一般の信頼を損なう形で、公務員
にその職務に関して賄賂を供与等した」という社会的意味の認識を意味し、同
時に、違法性の意識を喚起しうる範囲の事実を認識していた、すなわち「一般
人ならば贈賄罪の違法性の意識を持ちうるような犯罪事実の認識」という意味
での故意が認められることを意味するものとなる。この、「どのような事実の
認識があれば公務員に賄賂を供与することの認識があったといえるのか」は、
単なる認定論にとどまるものではなく、当該犯罪の保護法益をも踏まえた刑法
解釈論の一部として理解する必要がある18）。
　本判決の理論構成および結論は、妥当である。
18）　前田雅英「演習 刑法」法学教室 290 号（2004 年）139 頁。
